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公示

農林水産分野における地球温暖化対策のための緩和及び適応技術の開発」「

に係る委託先の公募について

農林水産省農林水産技術会議事務局では、平成２２年度から実施予定の委託プロジェ
クト研究 農林水産分野における地球温暖化対策のための緩和及び適応技術の開発」に「

ついて、平成２２年度の委託事業を実施するに当たり、当該委託プロジェクト研究への
。 、参加を希望する企業・研究機関等を一般に広く募ることにいたしました つきましては

受託を希望される方は、下記に従って提案書を提出して下さい。
、 、 、 、なお 本委託事業は 平成２２年度予算政府案に基づき公募を行っているため 今後

変更等があり得ることをあらかじめご承知おき下さい。

記

１ 事業概要
（１）事業内容

農林水産分野における温暖化対策研究については、これまで農林水産生態系に
おける炭素循環モデルの構築、温暖化の影響評価、高温障害等に対する生産安定
技術の開発等を推進してきたところであり、研究成果の生産現場への普及、ＩＰ
ＣＣ（気候変動に関する政府間パネル）への成果の提供、国際交渉に際しての科
学的知見の提供などの活用を図ってきたところです。

こうした中で、平成２１年９月の国連気候変動サミットにおいて、我が国の温
室効果ガス排出量を２０２０年までに１９９０年比２５％削減という目標が鳩山
総理より表明されたところであり、その実現を図るためには、農林水産分野にお
ける温暖化対策をより一層積極的に推進していく必要があります。

このような状況を踏まえ、農林水産分野における温室効果ガスの排出量削減技
術や吸収源機能向上技術の開発、温暖化の進行に適応した生産安定技術の開発を
行います。

、 、本研究では 農林水産分野における温室効果ガス発生・吸収メカニズムの解明
温室効果ガスの排出量削減技術・吸収源機能向上技術の開発、温室効果ガスのモ
ニタリングの実施、地球温暖化の影響の予測と評価及び地球温暖化の進行に適応
した中長期的な課題に対応するための生産安定技術の開発を目標とします。

（２）事業期間（予定）
平成２２年度～２６年度（５年間）

（３）公募研究課題及び委託研究経費限度額
平成２２年度の公募研究課題は次の７課題です。なお、委託件数は公募研究課

題ごとに１件とします（研究課題を複数に分割しての契約は行いません 。。）
① 農業分野における温暖化緩和技術の開発
（研究内容）

農地（水田、畑地、果樹園、茶園 ・草地・家畜排せつ物処理施設における）
温室効果ガスの精密測定、農地（水田、畑地、果樹園、茶園）及び草地にお
ける炭素・窒素統合循環モデルの構築を行います。また、全国スケールの農
地（水田、畑地、果樹園、茶園）土壌及び草地土壌の炭素蓄積量の解析、農
地下層における炭素の長期貯留技術の開発、農地土壌及び草地土壌における
温室効果ガス排出量削減・吸収源機能向上技術の開発、家畜排せつ物の処理
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における温室効果ガス排出量削減技術の開発、家畜の飼養管理における排出
量削減技術の開発、自然エネルギー利用技術の開発を行います。

（委託研究経費限度額） １４１，６６１千円
② 森林及び林業分野における温暖化緩和技術の開発
（研究内容）

森林及び林業における炭素・窒素統合循環モデルの構築、全国スケールの
森林及び木材製品の炭素蓄積量の解析、森林における吸収源機能向上技術の
開発を行います。

（委託研究経費限度額） ９１，８５９千円
③ 水産分野における温暖化緩和技術の開発
（研究内容）

我が国周辺海域における炭素・窒素統合循環モデルの構築、沿岸域及び沖
合域における温室効果ガス発生・吸収メカニズムの解明を行います。また、
水産業における温室効果ガス排出量予測・管理システムを開発します。

（委託研究経費限度額） ４１，７８６千円
④ 地球温暖化が農業分野に与える影響評価と適応技術の開発

（研究内容）
複数の気候変動予測モデル・共通の時間軸を用いて、地球温暖化が水稲・

畑作物・野菜・果樹・茶・飼料作物の品質・収量、家畜の生産・育成、水資
源等に与える影響評価、病害虫の発生変動予測を行うとともに、影響評価と
一体的に、農畜産物の品質や収量等の安定生産技術、病害虫の防除対策技術
・疾病対策技術、水資源管理技術、水害防止技術の開発を行います。また、
生産現場で生じている高温障害等への対策技術を開発します。

（委託研究経費限度額） ２３６，４３８千円
⑤ 地球温暖化が森林及び林業分野に与える影響評価と適応技術の開発
（研究内容）

森林における温室効果ガスのモニタリングを行います。複数の気候変動予
測モデル・共通の時間軸を用いて、地球温暖化が森林・林産物に与える影響
評価、病害虫の発生変動予測、水資源への影響評価、山地災害等の危険度評
価を行います。また、影響評価と一体的に、病害虫の防除対策技術、林産物

、 、 。の生産安定技術 水資源管理技術 山地災害等の防止技術の開発を行います
（委託研究経費限度額） ６０，６８９千円

⑥ 地球温暖化が水産分野に与える影響評価と適応技術の開発
（研究内容）

我が国周辺海域における海洋環境及び低次生態系のモニタリングを行いま
す。複数の気候変動予測モデル・共通の時間軸を用いて、地球温暖化が沿岸

、 。域・沖合域・内水面における漁業資源 増養殖に与える影響評価を行います
また、影響評価と一体的に、漁業生産の安定技術、増養殖技術の開発を行い
ます。

（委託研究経費限度額） ９０，８５９千円
⑦ 地球温暖化が農林水産分野に与える経済的影響評価
（研究内容）

複数の全球気候変動予測モデル・共通の時間軸を用いて、地球温暖化が農
林水産分野に及ぼす経済的影響について評価を行うとともに、適切な適応策
を講じた場合の経済的評価を行います。

（委託研究経費限度額） １０，０９８千円

２ 応募について
（１）応募資格（共通）

応募することができる者は、次の①から④までの要件を満たす必要があります。
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① 応募者は、企業、研究組合、特例民法法人、独立行政法人、大学、地方公共
団体等の法人格を有する研究機関（※）であること。

② 応募時に、平成２２・２３・２４年度農林水産省競争参加資格（全省庁統一
資格）の「役務の提供等（調査・研究 」の区分の審査申請を行っており、契約）
締結時に平成２２・２３・２４年度農林水産省競争参加資格（全省庁統一資格）
の「役務の提供等（調査・研究 」の区分の有資格者であること（地方公共団体）

。においては資格審査申請の必要はありません。）
③ 委託契約の締結に当たっては、農林水産省農林水産技術会議事務局から提示
する委託契約書に合意できること。

④ 原則、日本国内に研究開発拠点を有すること。ただし、国外機関の特別の研
究開発能力、研究施設等の活用あるいは国際標準獲得の観点から必要な場合はこ
の限りではありません。

＜複数の研究機関が共同して研究を行う場合の要件＞
以下の要件を満たす研究を統括する機関（以下「中核機関」という ）及び他の研。

究機関（以下「共同研究機関」という ）が共同してグループを構成し、応募するこ。
ともできます。その場合、それぞれの分担関係を明確にして、中核機関がグループ
を代表して応募するものとします。

、 、 。なお 中核機関は 研究課題の全部を共同研究機関に委託することはできません
また、共同研究機関がさらに他の研究機関に委託（再々委託）することはできま

せん。
１）中核機関
上記２の（１）のほか、以下の要件を満たす必要があります。
① 本研究課題における研究開発責任者（プロジェクトリーダー）及び経理統括

責任者を設置していること。
② 本研究課題について、研究の企画立案及び進行管理を行う能力・体制を有す
ること。

③ 農林水産省農林水産技術会議事務局との委託契約に準拠した内容で共同研究
機関との間で委託契約を締結（以下「再委託」という ）できるよう、再委託契。
約に係る事務管理等を行う能力・体制を有すること。

④ 知的財産権の研究成果に関し、共同研究機関に特許等の取得を促すなど適切
な管理を行えること。

２）共同研究機関
① 企業、研究組合、特例民法法人、独立行政法人、大学、地方公共団体等の研究

機関（※）であること。
② 原則、日本国内に研究開発拠点を有すること。ただし、国外機関の特別の研究

開発能力、研究施設等の活用あるいは国際標準獲得の観点から必要な場合はこの
限りではありません。

③ 委託契約の締結に当たっては、中核機関から提示する再委託契約書に合意でき
ること。

※ 研究機関とは、以下の３つの条件を満たす機関をいいます。
① 研究開発を行うための研究体制、研究員、設備等を有すること。
② 研究開発を行うための経営基盤を有し、資金、設備等について管理能力を有
すること。

③ 知的財産等に係る事務管理等を行う能力・体制を有すること。
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（２）応募方法
応募者は、応募要領に従い提案書を作成し、平成２２年２月１９日（金）１７時

〔必着〕までに以下のア又はイの方法にてご提出下さい。
ＦＡＸ及び電子メールによる提出は受け付けません。また、書類は返却いたしま

せん。

ア 府省共通研究開発管理システム（以下「 」という ）を利用した電子申請e-Rad 。
イ 郵送又は持参による申請。詳細については応募要領をご覧ください。

なお、 を利用した応募を行う場合、応募者におかれては、あらかじめ研究機e-Rad
関及び研究者情報の登録手続きが必要です。 を利用した電子申請の詳細につe-Rad
いては、応募要領の別紙２をご覧下さい。

※ 応募要領、提案書及び委託契約書（案）は、以下のとおり。
・ 応募要領 【 】PDF
・ 提案書（様式） 【一太郎】【 【PDF MS-WORD】 】
・ 委託契約書（案） 【 】PDF

なお 郵送により上記資料の送付を希望される方は 返信用封筒 宛名に切手 ２、 、 （ （
００円分）を貼付）を、５の問い合わせ先まで送付して下さい。

３ 説明会の開催
当該提案公募に係る内容、契約に係る手続き、提案書類等について説明するため、以

下のとおり説明会を開催します。説明会への出席は、義務ではありません。ご希望の
方は、研究機関ごとに別紙の参加申込書に記入の上、１月１５日（金）までに にFAX
てお申し込み下さい（会場の都合により、１研究機関当たりの参加者数を制限させて
いただく場合があります 。。）
・日 時：平成２２年１月１８日（月）１０：００～１１：３５
・場 所：農林水産省 共用第２会議室（本館１階 ドア １１６）No

４ 今後のスケジュール
○公募開始（公示）－－－－１月１２日
○公募説明会－－－－－－－１月１８日
○応募の締め切り－－－－－２月１９日 １７時
○委託先の決定－－－－－－３月上旬～中旬
○委託契約の締結－－－－－４月 日以降1

５ 提案書の提出先及び問い合わせ先
本件に関する問い合わせは、応募要領の公表後から応募の締め切りまでの間、下記

において受け付けます。なお、審査の経過、他の提案者に関する事項、審査に当たり
特定の者にのみ有利となる事項等についてはお答えできません。また、これ以外の問
い合わせについては、質問者が特定される情報等は伏せた上で、その質問及び回答内
容を全て農林水産省農林水産技術会議事務局のホームページにて広く周知させていた
だきますのでご了承下さい。

記

農林水産省農林水産技術会議事務局研究開発官（環境）室
担当者：瀧本、児玉
ＴＥＬ：０３‐３５０２‐０５３６
ＦＡＸ：０３‐３５９３‐７２２７
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以上公示します。
平成２２年１月１２日

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事務局長

佐 々 木 昭 博
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（別紙）

委託プロジェクト研究の公募説明会 参加申込書

農林水産省 農林水産技術会議事務局
研究開発官（環境）室 瀧本、児玉宛

（ ：０３－３５９３－７２２７）fax

平成 年 月 日

該当委託プロジェクト研究名
：農林水産分野における地球温暖化対策のための緩和及び適応技術の開発

研究機関等の名称：

参加希望人数： 人

所属・役職：

氏 名：

所在地：

tel fax連絡先：

：e-mail

その他：

注 「所属・役職」欄以降の記載に当たっては、当該説明会参加を希望する者のうち、）
連絡窓口となる１名について記載して下さい。


